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Ⅰ.｢ビジネス教育｣とは何か
1.問題の所在
｢ビジネス教育｣とは何か｡それは､何故ビジネス
教育論が登場してきたのかということに関わってい
る｡それはまた､｢商業教育｣のどこに問題があるの
か､また ｢商業教育｣とはそもそも何か､という問題
でもある｡ことほどさようにそこには様々な問題-
しかも相互に複雑に絡み合った問題-が伏在してい
るのである｡
問題をさらに複雑にしているのは､｢ビジネス｣と
｢商業｣という言葉の違いがそもそも不明確なことだ｡
｢ビジネス｣とは､事業活動- とくに企業の事業活動
一全般を意味している以上(注1)､いわゆるビジネス ･
プロセス全体に係わっている｡ビジネス ･プロセス論
の立場に立てば､企業における事業活動の全プロセス
は一応次の三類型に整理されるが､｢ビジネス｣とは
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その全てに跨ることになる｡三類型とは､(イ)フル
フィルメント･プロセス (充足プロセス)､(ロ)マー
ケテイング･プロセス (製品計画 ･市場創造プロセ
ス)､(ハ)技術連関 ･製品開発プロセス-である(注2)0
一方 ｢商業｣とは一般的には商品の社会的移転を意味
するとされるが(注3)､そうだとすればそれはビジネ
ス ･プロセスにおける移転プロセスにすぎない｡
｢ビジネス｣と ｢商業｣の関係を以上のように整理
すれば､問題の所在はかなり明確になる｡つまりビジ
ネス教育論登場を通じて問われているのは､ビジネ
ス ･プロセスにおいて特定のプロセスを意味する ｢商
業｣の教育ではなく､ビジネス ･プロセス全体に関わ
る｢ビジネス｣の教育でなければならないのは何故か､
ということである｡この点が ｢ビジネス教育｣の本質
に関わっているのである(注4)｡
そこでわれわれは､何故 ｢商業｣教育ではなく ｢ビ
ジネス｣教育なのか､という問題を考えなければなら
ないということになる｡ その場合の論点は次の三点で
ある｡ 一つは問題の多様性であり､二つには問題の高
度化であり､そして最後は問題領域の拡大である｡
2.問題の多様性
問題の多様性とは何か｡それは､企業構造の変化を
背景とする産業 ･就業構造の変容すなわちサービス化
及びそれに関連する情報化 ･ソフト化の進展を指す｡
例えば日本における第三次産業の就業者比率の推移を
みると､早くも1960年には当時の先進国並の水準であ
る40%近くに迄達しているが､その後さらに急速に上
昇し90年代初頭には60%近くを記録しさらに1999年に
は63.4%に及んでいる｡ そのことは産業 ･就業構造が
急速にサービス化しそれに伴い情報化 ･ソフト化が著
しく進展しているということを窺わせる(注5)｡こうし
た変容の背景にはさらに企業構造の変化が横たわって
いる｡すなわち､IT (InformationTechnology)化
によって企業のビジネス ･プロセスのネットワーク化
が促進されるとともに付加価値プロやスもまた変化し
ているのである｡ 例えば製造業なかんずくその典型を
なす自動車産業を取り上げてみよう｡開発 ･企画 ･設
計 ･試作 ･金型製作 ･調達 ･組立 (生産)･販売 ･配
送 ･決済等からをるビジネス ･プロセスは､ITの導
入によってネットワーク化が進展し今やビジネス ･プ
ロセス ･ネットワークへと発展しつつあるが､このビ
ジネス ･プロセス ･ネットワークがビジネス ･プロセ
スと表裏の関係にある付加価値プロセスの変化すなわ
ち付加価値ラインのシフトを促しているということが
重要である｡ 従来の付加価値ラインにおいて優位な地
位を占めていたアセンブル部門 (組立部門)が相対的
に後退し､それに代わって新たに開発 ･マーケテイン
グ部門- すなわちサービス ･ソフト部門- や高機
能 ･高品質なパーツ部門が優位を占めるに至っている
のである(注6)｡こうしてビジネス ･プロセス ･ネット
ワークは新 ｢バリュー ･チェーン (ValueChain)｣
(注7)形成に結びついているのであるが- いわゆる
｢イ ンテグ レーテ ッ ド ･バ リュー ･チ ェ - ∫-ン
(IntegrratedValueChain)｣論はこの点に係わる-､
そこにはこうした付加価値プロセスの変化が介在して
いるということを見落としてはならない｡すなわち､
ビジネス ･プロセス ･ネットワークの形成は､付加価
値ラインのシフトを伴いながら､新バリュー ･チェー
ンの形成に結びつき､このバリュー ･チェーンが産
業 ･就業構造におけるサービス化 ･情報化 ･ソフト化
に繋がっているのである催 8)｡
かくして､IT化によって促進されているビジネ
ス ･プロセス ･ネットワークの形成が産業 ･就業構造
におけるサービス化 ･情報化 ･ソフト化をもたらして
いるのであるが(注9)､｢多様性｣とはそうした意味で
の産業 ･就業構造の変容を指している｡ しかもその変
容は､企業構造の変化と表裏の関係で進展していると
いう点で多層的である｡ ｢問題の多様性｣とはこうし
た文脈において理解されるべきである｡
以上からも明らかなように､｢商業｣から ｢ビジネ
ス｣に問題が移行した背景にはサービス化 ･情報化 ･
ソフト化という産業 ･就業構造の変容が伏在している
のであるが､その際､ビジネス教育論が企業構造の変
化つまり付加価値ラインのシフトを不可避的とするビ
ジネス ･プロセス ･ネットワーク形成と関わってお
り､その意味で､ビジネス教育論登場がビジネス ･プ
ロセス ･ネットワーク論台頭と軌を一にしているとい
う点に留意しておいて欲しい｡
3.問題の高度化
では問題の高度化とは何か｡それは､産業 ･就業構
造の変容を背景にして ｢労働｣もまた ｢知識労働｣へ
と高度化しつつあるということを指している｡上述し
た通り､産業 ･就業構造のサービス化とは単なるサー
ビス化ではなく､内実は知識サービス化でもある｡ 従
ってサービス化とともに ｢知識労働｣の比重が増大す
るのは当然である｡しかもそのサービス化は､さらに
情報化 ･ソフト化を伴っており､従っで情報化も否応
なく進展するということを示唆している｡
その場合とくに重要なのは､ビジネス ･プロセスの
ネットワーク化にとって不可欠なのはITの導入であ
るが､それが ｢知識労働｣の比重増大に果たしてし?る
役割を無視し得ないということだ｡企業経営における
IT化は単にビジネスのあり方に関わるだけではなく
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労働市場にも重大な影St膵を及ぼしている.今日におけ
る ｢労働｣は単なる労働ではなく ｢知識労働｣(n:･10)
という性格を帯びており､従って ｢労働市場｣も単な
る労働市場ではなく ｢知識労働市場｣という側面を強
めているが､この知識労働市場においてITが重要な
役割を果たしているからである｡
知識労働市場もまた内部市場 (社内市場)と外部市
場 (社外市場)とからなる｡ 知識はそもそも ｢暗黙知｣
と ｢形式知｣とから成り立っているが､企業としては
前者のみを内部化し後者に関しては外部的に調達する
ことが今日では可能となっている｡ この形式知労働の
外部調達を一層容易にしているのがITである｡ しか
も今日では形式知の多くをITによって代置すること
も可能になっているために､その外部化はITによっ
て加速されている｡ その結果企業が内部的に必要とす
る知識はその企業に固有でありしかも中核的な役割を
果たすものだけに限られることになる｡ このことは､
ITが同じ知識労働であっても形式知に携わる労働を
どんどん外部化しその結果その価値の陳腐化を早め逆
に暗黙知に係わる労働を内部化しその価値を急速に高
めるという役割を果たしている- ということを物語
っている｡ つまり企業がITを導入するということは､
それによって､労働力調達の面では､一方で非知識労
働力や形式知労働力に関してはITによって代替する
かないしは外部化し､他方で内部化に関しては専ら知
識労働力とりわけ高度な暗黙知労働力(注11)を中心に
配置する- という労働力の調達 ･配置再編成戦略の
採用を企業に対して可能にLかつそれを企業が着々と
押し進めているということを意味しているのである｡
かくして､｢問題の高度化｣とはそもそも ｢問題の
多様性｣に端を発しているのであるが､｢高度化｣に
おいて敢て注目すべきは､企業のIT化が両者の関係
を密接不可分にする上で極めて重要な役割を果たして
いるという点である｡ だが問題がそれだけに止まらな
いからコトは厄介である｡ 知識労働論は今や単なる産
業 ･就業構造論を超えて発展しつつある｡ それは企業
経営上最重要な戦略課題の一つにさえ成り始めてい
る｡ 例えば市場は企業価値の尺度を実物資産から知的
資産へと移し換え始めているが､その典型は米マイク
ロソフト社である｡1990年代半ばにおける同社の株式
時価総額は米GM社の3倍に膨らんだが､実物資産は
その5%に過ぎなかったとされる(注12)｡か くして
｢知識労働｣の調達は今や企業経営上死活的な課題に
さえなっているのである｡ 泰斗P.ドラッカーが論じ
ているように､知識労働論は今や知識資本主義論にも
繋がりかねない大問題なのである (注11参照)｡
｢問題の高度化｣を以上の文脈において捉えるとす
れば､そうした高度化を背景にして登場してきたビジ
ネス教育論が知識労働論とも深く関わっているという
ことは容易に理解されよう｡ だが注意しておかなけれ
ばならないのは､今や両者の関係はむしろ逆転さえし
始めているということだ｡今日では､知識労働論の一
環にビジネス教育論が組み込まれつつあるとさえ云え
るからだ｡
4.問題領域の拡大
以上で述べた問題の多様性と高度化は否応なく問題
領域の拡大に繋がる｡ すなわち､付加価値プロセスの
変化を伴いながらビジネス ･プロセスがネットワーク
化することによって惹起される産業 ･就業構造のサー
ビス化 ･情報化 ･ソフト化を通じて問題が多様化し､
他方では労働において知識労働の重要性が高まるにつ
れて問題が高度化するとすれば､それに応じて問題領
域もまた､商品の社会的移転を意味する単なる｢商業｣
の教育から企業の事業活動全般を視野に入れた ｢ビジ
ネス｣の教育-と拡大することを余儀なくされるのは
必然である｡
しかしながらここで注意しておかなければならない
のは､｢商業教育｣から ｢ビジネス教育｣への変遷が
不可避であるとしても､そのことによって｢商業教育｣
が持つ意義が損なわれることがあってほならないとい
うことだ｡ ｢問題領域の拡大｣とは､ビジネス教育論
が単に商業教育限界論としてではなく､むしろその継
承 ･発展論として捉えられるべきだということを含意
しているのである｡その意味で ｢問題領域の拡大｣と
は､問題の外延的展開論として- すなわち単なる量
的な意味において- ではなく､むしろ内包的深化論
として- つまり質的な意味において一 理解されるベ
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きなのである｡
かくして､｢ビジネス教育｣とは､｢企業の事業活動
全体に係わるビジネスに関する教育｣であるが､同時
に商業教育の継承発展でもなければならない-と定義
されるべきである｡
以下は､｢ビジネス教育｣に関する上記の概念整理
に従って､(イ)産業 ･就業構造の変容の下で求めら
れる新たな人材像とは何か､(ロ)その場合の ｢ビジ
ネス教育｣の課題は何か､(ハ)さらにその中で新潟
県における人材養成はどのような方向で行われるべき
か- という諸点を明らかにせんとするものである｡
しかしながら､この分野に関しては本来門外漢である
筆者の能力上の制約から､それはせいぜいのところ試
論の域を脱してはいない｡にもかかわらず一つの問題
提起として受け止めて頂ければ望外の幸せである｡ な
串､新潟県における人材養成論を敢えてここで取り上
げたのは､それが同県においても今後極めて重要な課
題になるものと想定される中で､同県における ｢ビジ
ネス教育｣の展開を急ぐべきだという筆者の問題意識
に因るものである｡
(注 1)｢ビジネス｣という言葉はそもそも二通りに解
釈される｡ 一つは狭義の解釈であり､企業の商
業活動すなわち ｢取引｣を指している｡ もう一
つは広義の解釈であり､企業の事業活動そのも
のすなわち ｢事業｣を意味している｡ 本稿は広
義の解釈を採用する｡ 狭義の解釈の場合には､
｢ビジネス｣-｢商業｣であり､そもそも ｢ビ
ジネス教育｣を論じる意味がないからだ｡広義
←
の解釈を採ることによってはじめてビジネス教
育論が成り立つという訳だ｡
(注2)片上 洋 『現代マーケテイングー情報化時代
のマーケテイングの展望-』(1997年､同文館
刊)p.5より｡
(注3)河合昭三 ｢日本商業教育の系譜とその特質 ･
課題｣(日本商業教育学会 ･第12回全国大会報
告 [2001年8月24-25日])p.14参照｡～
(注4)｢ビジネス教育｣の定義については､文部省の
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説明の暖昧さも問題の混迷と無関係ではないよ
うだ｡同省は､言葉の上では ｢ビジネス｣≡
｢商業｣としてはいるが､他方では ｢商業教育｣
の内容を ｢ビジネス教育｣へと実質的に変更し
よとしているようだ｡例えば同省は､一方では
｢ビジネス｣-｢商業｣だとしながらも､他方
では ｢ビジネス｣とは ｢商品の生産 ･流通 ･消
費に関わる企業の利潤獲得を目的とした経済的
ノ 諸活動の総称｣だと定義しているとされる (岩
野弘一 ｢新高等学校学習指導 要領について｣
[日本商業教育学会 ･第12回全国大会 ･報告jA'･
旨]p.6-11及び河合昭三 ｢同上｣p.14-15参
照)｡
(注5)ここで一つの問題が生じてくる｡ サービス化
と情報化 ･ソフト化の関係をどう説明するのか
という点だ｡この問題-の回答については､後
述する新潟県における産業 ･就業構造の変容に
ついての事例研究が訳に立つ｡それによれば､
サービス化は事業所関連サービス業及び知識関
連サービス業の比重増大に因っており､さらに
その背景には情報サービス業の著しい台頭が刷
たわっている (図2参照)｡さらに産業 ･就業
構造のサービス化という問題は､本稿の文脈に
関連して二つの重要な派生的問題を生むという
ことも見落せない｡一つはミクロ論であるが､
それが就業構造の不安定性及び就業形態の複緋
性をもたらしているという点であり､いま一つ
はマクロ論に関わるが､サービス業の脆弱性が
日本経済の不安定性に繋がっているということ
である｡ まず前者について｡産業構造のサービ
ス化には､(イ)流通 ･運輸などの低生産性 ･
高コスト部門一 従ってこの部門では生産性.卜
昇と企業の整理淘汰が迫られている-､(ロ)
対事業所サービスなどソフトウェア開発 ･ア ンー
トソーシング部門一 従ってこの部門ではユー
ザー企業のリエンジニアリングと一体化した効
率化 ･高付加価値化が求められている-､(ハ)
介護 ･医療 ･保育 ･教育など生活に開通したllJ
個人サービスなど社会性の強い部門一 従-I
てこの部門は ｢規制緩和｣の波に洗われている
一､などが混在しており､そうした混在性が就
業構造のサービス化にも反映し､サービス労働
における就業構造 ･形態を著しく不安定でかつ
複雑なもの- 尤もこの複雑性が就業形態の多
様性にも繋がっているのではあるが一 にして
いる (例えば2002年版 『労働経済白書』によ
れば､都道府県別失業率はサービス業比率の高
い地域ほど失業率も高いという関係が存在して
いると指摘されている)｡次に後者について｡
サービス部門における労働生産性の低さが､製
造業と非製造業における著しい労働生産性ギャ
ップを生んでおり (表1-[1]･[2]参照)- この
ことは日本の場合サービス化が往々にして規制
と公共事業によって支えられてきたということ
とも関連しているようだ-､こうしたサービ
ス業の脆弱性が日本経済に重大な影響を及ぼし
ているという訳だ｡すなわち第一に､産業構造
表1 産業別労働生産性の推移
(1)労 働 生 産 性 (単位 ;100万円/人､1990年価格)
1980 1985 1990 1995 1999 2010
農林水産業 3 3 4 4 4 7
鉱 業 23 20 33 29 34 40
製造業 18 19 23 25 27 38
建設業 12 12 15 14 13 15
電力.ガス.水道.運輸.通信 12 14 16 16 18 25
卸売 .小売業 5 6 7 7 7 ll
金融 .保険 .不動産 26 30 33 36 42 56
医療 .保健 .公共サービス 8 9 9 10 10 ll
対事業所サービス 6 8 9 ll 12 15
対個人サービス 8 9 9 9 9 12
合 計 10 12 14 14 15 19
(2)労働生産性伸び 率 (年平均､%)
1980-1985 1985-1990 1990-1995 1995-1999 1999-2010
農林水産業 3.9 3.9 0.8 0.6 4.4
鉱 業 .-2.7 9.7 -2.2 4.0 1.5
製造業 1.9 3.1 2.3 1.5 3.1
建設業 0.0 4.6 -2.1 -1.7 1.7
電力.ガス.水道.運輸.通信 2.9 2.7 1.0 2.3 3.1
卸売 .小売業 1.7 4.9 0.3 -0.3 3.7
金融 .保険 .不動産 3.0 2.0 2.1 3.6 2.6
医療 .保健 .公共サービス 1.7 0.3 1.0 0.5 1.1
対事業所サービス 4.7 2.8 3.1 3.1 2.3
対個人サービス 1.1 1.2 0.4 -0.2 2.3
(出所)経済産業省 ･産業構造審議会 ･新成長政策部会報告 『イノベーションと好循環の形成に向けて-持続的成長の下での安心と価
値実現社会Ij(2001年11月)p.130より作成｡
-109-
＼?サービス化が製造業の足を引っ張る可能性が
あることだ｡日本の製造業は現在､主としてア
ミ}ア諸国からの｢要素価格の国際的低位平準化｣
に苦しめられており､そこから脱却するために
は高付加価値化が不可避であるが､今日におけ
る高付加価値化は製造業とサービス業との融合
関係を通じて達成されるということから観ても
(拙稿 ｢アジア共生型 『ビジネス情報ネットワ
ーク』の提唱一小泉版 『経済構造改革』から積
極的産業政策へ-｣[<社>生活経済政策研究
所 『生活経済政策』<2002年6月号>]p.2-8
参照)､製造業高付加価値化はサービス業の効
率化 ･高付加価値化と表裏一体の関係をなして
おり､従ってサービス業の脆弱性は､製造業の
再生を妨げることになるのだ｡その意味で今や､
製造業再生という観点からもサービス業の効率
化 ･高付加価値化は避けては通れない問題とな
っているのである｡ 第二は､それが今や日本経
済における不良債権問題の中心的な課題にすら
なり始めているということだ｡例えば､1992年
以降の東証上場企業を5つのグループに分けて
それれぞれのグループの純債務の株式時価総額
比率の推移を観てみると､過剰債務問題は第五
グループに集中していることが判る (下図参
照)｡そしてこの第五グループは約170社から
なるが､その殆どがサービス業に属していると
される (榊原英資 ｢政府紙幣の発行で過剰債務
を一掃せよ- 日本が構造的デフレを乗 り切る
へ ために-｣[『中央公論』2002年7月号]p.134
-135参照)｡ 従ってサービス業の ｢構造改革｣
は日本の不良債権問題の解決のためにも避けて
は通れない問題となっているのである｡
(注6)野中郁次郎氏は､こうした付加価値ラインの
シフトを ｢スマイルカーブ｣論として展開して
いる (野中郁次郎 ｢日本の製造業の課題｣[日
本経済新聞2001年1月19日～1月26日]参照)｡
(注7)｢バリュー ･チェーン (ValueChain)｣とは､
正確には ｢バリュー ･アッテッド･チェーン
(Value-addedChain)｣のことであるが､慣習
に従い単に ｢バリュー ･チェーン十と表現する
ことにする｡
(注8)ここでまた疑問が発生する｡それは､こうし
た産業 ･就業構造め変容は製造業にとって何を
意味するのかという点だ｡つまりそれは､脱製
造業論なのかそれとも新製造業論なのかとうい
う疑問だが､筆者は後者の新製造業論つまり製
日本企業が抱える重荷
(純債務 ･株式時価総額比率)
1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000
(年)
注)純債務 ･時価総額比率 : (有利子負債一 現金一 市場性有価証券)/発行株式時価総額
グループの分類は､非金融法人企業､1985年暗点の株式資本 ･純負債比率の低い順に分類
(備考)日興ソロモンスミス･バーニー証券
(出所)榊原英資 ｢政府紙幣の発行で過剰債務を一掃せよ｣(『中央公論』2002年7月号)p.134より｡
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造業変容論のj;J'.場を採る｡ (評しくは拙稿 ｢中
越金型産業とIT- rティアⅠ』化のための課
題-｣[新潟経営大学 ･地域活性化研究所 『新l
潟県中越金型J舵JXごとIT一 地域企業情報ネット
ワークシステムの研究Ⅱ-』<2001年12月
刊>]p.21-22を参照のこと｡)
(注 9)ここでさらに､産業 ･就業構造の変化とIT化
との関係が問題となる｡両者の因果関係をどの
ように考えるべきかであるが ここではとりあ
えず両者は相互関係にあると捉えておこう｡但
しこの相互関係はダイナミックに捉えられる必
要がある｡ 産業 ･就業構造変容の背景には､グ
ローバリゼーションを通じての企業競争激化が
あるが､このグローバリゼーション及び競争激
化を促進しているのがIT化であり､逆にグロ
ーバリゼーションと競争激化がIT化を加速さ
せているからである｡ つまり両者の相互関係は
そうした意味でダイナミックなのである｡
(注10)アラン ･バー トンジョーンズ ｢ニューエコノ
ミーの就労形態一 労働から知識の供給へ ｣ー
(日本経済新聞2001年5月4日)参照｡
(注11)その意味では ｢知識労働｣ とは､厳密には
｢暗黙知労働｣なかんず く ｢高度暗黙知労働｣
を指すということになる｡だがここで注意しな
ければならないのは､｢暗黙知｣と ｢形式知｣
というのは専ら概念上の区分であって､実際に
は両者は相互に関連し合っているという点だ｡
しかもITがその相互連関性を押 し進め今や両
者を融合すらしている｡例えば､金型産業にお
ける設計データは今日ではITによってソリッ
ド･データ化しているが､このソリッド･デー
タは設計データという ｢形式知｣と金型技術と
いう ｢暗黙知｣との融合によって新たに創出さ
れたいわば ｢融合知｣とでも呼ぶべきものであ
る｡(ソリッド･データに関しては､拙稿 ｢中
越金型産業とIT- 『ティアⅠ』化のための課
題-｣[新潟経営大学 ･地域活性化研究所 『新
潟県中越金型産業とIT一 地域企業情報ネット
ワークシステムの研究Ⅱ-』<2001年12月
刊>]p.26-28を参照のこと｡)では何故ITが
融合機能を発揮するのか｡それは､コンピュー
タがそもそもその機能の中に ｢コンピレーショ
ン(Compilation;編纂)｣機能を内蔵しており､
それが融合機能を発揮するからである｡
(実はこの問題はさらに厄介な問題へと発展す
る｡ITによる情報共有化は知識共有化にも繋
がるという問題を惹起するからだ｡このことを
理解するためには､そもそも ｢情報｣とは何か
という問題をハツキリさせておかなければなら
ない｡｢情報｣は三つのプロセスを経て変化し
発展している｡すなわちそれは､まずヒトにイ
ンプッ トされる場合の ｢情報｣[デー タ<
Data>･インフォメーション<Information>]､
さらにそれがヒトの中にストックされる場合の
｢情報｣[インテリジェンス<Inteligence> ･
ノウハウ<Know-how>]､最後にそれがヒト
からアウトプットされる場合の ｢情報｣[ナレ
ッジ<Knowledge>]- という三つのプロセ
スを経て変化 ･発展しているのである [永山庸
男 ｢知識社会の人材と雇用｣<≪財≫新潟経済
社会リサーチセンター 『センター月報』2001年
6月号>p.21参照]｡そして､｢情報｣のこの変
化 ･発展を ｢情報処理｣【同上参照】とみなせば
一 従って上述した ｢コンピレーション｣もそ
うした意味での ｢情報処理｣機能の一つだとい
うことになる-､情報処理を通 じて ｢情報｣
は単なるデータやインフォメーションから最終
的にはナレッジに迄到達することになるが､そ
のことは､｢情報｣の共有は不可避的に ｢知識｣
の共有に結びつくということを含意しているの
である｡しかも､知識共有論は新ビジネス ･モ
デル論や新集積モデル論さらには近未来の経済
社会のあり方にも関わってくるから､コトは尚
更厄介だ｡前者の新ビジネス ･モデル論及び新
集積モデル論の方から触れておこう [この間題
については小林 元 ｢イタリアに学ぶ産地再
生｣<日本経済新開2002年5月3日>参照]｡
脱工業化社会すなわち情報化社会に移行するに
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つれて､工業化社会において支配的であったビ
ジネス ･モデルすなわち大量に生産される汎用
製品を大量に販売すればそれでコト足りるとい
うような単純なビジネス ･モデル-いわゆるベ
ンダー主導型の ｢大量生産 ･大量販売ビジネ
ス ･モデル｣十一から､新たに個々の顧客の特
注に応じて ｢個性｣や ｢感性｣を体化した製品
さらには ｢個性｣や ｢感性｣そのものを販売し
なければならないという新ビジネス ･モデル
ー すなわち顧客志向型の ｢ソフイステイケ-
テッド･ビジネス ･モデル [Sophisticated
BusinessModel]- への転換が迫られている
が､そうした転換を可能にするためには経営シ
ステムもまた ｢知識｣の共有を前提とした ｢ナ
レッジ ･マ ネ ジ メ ン ト [Knowleqge
Management]｣ぺの転換が不可避となる｡新
ビジネス ･モデルにおいては ｢知識｣が最も重
要な競争力源泉となるからに他ならない｡そし
て集積地域に関しても､そうtした ｢ナレッジ ･
マネジメント｣を支えるためには知的集積が不
可避となることはこれまた論をま.たない｡かく
して知識共有論は新ビジネス ･モデル論や新集
積モデル論と深く関わっているのである｡後者
の経済社会のあり方についても知識共有論と無
関係では決してあり得ない｡
それは次の二つの代表的な見解からも伺い知れ
よう｡まずロンドン･エコノミス ト誌は､上述
した文脈に沿って ｢インフォーメーション･ベ
ース ド･エコノミー [Information-based
Economy]｣は必然的に ｢ナレッジ ･ベース
ド･エコノミー[Knowledge-basedEconomy]｣
に繋がるといち早 く警鐘を鳴 らした [The
Economist"ASurveyoftheworldEconomy
-Thehitchhiker'sguidetocybernomics
-"<TheEconomistSeptember28th1996>
p.Survey38参照】｡さらにP.ドラッカーもまた､
その近著において､ITが持つ空間的 ･時間的
制約を克服するという効果すなわち "バーチャ
ル効果"に因り ｢知識 [knowledge』｣が "グ
ローパル競争力 [globalcompetitiveness]"-
ヽ
それは今日では立地と市場の面で基本的に制約
を免れているグローバル企業にとっては無論のノ
ことそれらを専ら地域に依存せざるを得ないロ
ーカル企業にとってすら回避し得なくなりつつ
ある- の決定要因となる経済システムすなわ
ち ｢ナ レッジ ･エ コノミー [Knowledge
Economy]｣の出現が今や不可避となり始めて
いると論じ､問題の本質を決して見逃してはい
ないのである [PeterDruker"Thenext
society-A surveyofthenearfuture-"
[TheEconomist<November3rd2001>
p.Survey4参照]｡)
だがここでは､ITの融合機能論ではなく知
識労働論を問題にしている訳だから､問題の本
質を明確にするために､敢え′て暗黙知と形式知
とをそれぞれ異なる概念として取り扱うことに
する｡
A
(注12)アラン･バー トンジョンズ ｢同上｣より｡ 尤
も､IT関連企業の株式時価総額上昇は単にIT
バブルの反映に過ぎないという見方も成り立ち
得る｡ 確かにそうした側面も無い訳ではない｡
従ってそうした点も考慮しなければならないの
だが､だからといって問題をそれだけに壊小化
し切 り捨ててしまうと､逆にITが経済に与え
る影響- いわゆるニュー ･エコノミー論が提
起している問題- を全く軽視してしまうこと
になり､コトの本質を見失いかねないのである｡
Ⅰ.産業 ･就業構造の変容と新しい人材像
最初に､日本の産業構造及び就業構造の変容の中で
如何なる人材が求められているのかという問題を取り
上げることにする｡
1.産業 ･就業構造の変容
そこでまず､日本の産業構造がどのように変化しつ
つあるのかを観ておこう｡ 表2-(1)は日本の産業構造
の展望である｡ それは､1999年から2010年迄の実質経
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表2 産業 ･就業構造の推移
(1)産 業 構 造 の 展 望 (単位;%)
1980年 1985年 ､ 1990年 1995年 1999年 . 2010年
(構成比) 伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)
[80-85] [85-90] [90-95] [95-99] [99-10]
農林水産業 (2.8) 1.4( 2.6) 0.1( 2.1) -2.2( 1.7) -1.8( 1.6) -0.5( 1.1)
鉱 業 (0.5) -5.3( 0.3) 1.4( 0.2) -4.3( 0.2) -0.7( 0.2) -0.1(0.2)
製造業 (39.4) 4.0(40.8) 4.6(40.3) 0.6(38.6) 0.4(37.8) 2.7(_37.1)
建設業 (ll.4) -0.4( 9.4) 7.2(10.5) 0.3( 9.9) -2.6( 8.6) 0.8( 6.9)
電力.ガス.水道.運輸.通信 (7.9) 3.1( 7.8) 4.0( 7.5) 2.2( 7.8) 2.6( 8.3) 3.3(.8.7)
卸売 .小売業 ､ (9.3) 2.6( 8.9) 6.2( 9.5) 1.6( 9.6) -0.8( 9.0) 3.5( 9.5)
金融 .保険 .不動産 (8.8) 5.2( 9.7) 613(10.4) 2.1(10.7) 2.6(ll.4) 1.6(10.0)
医療 .保健 .公共サービス (10.2) 3.1(10.1) 1.9( 8.8) 2.5( 9.3) 2.0(9.7) 3.5(10.3)
対事業所サービス (2.3) 7.4( 3.7) 9.6( 4.5) 6.2( 5.7) 6.4(7.0) 4.8( 8.6)
対個人サービス (6.8) 3.2( 6.7) 3.4( 6.3) 2.2( 6.5) 1.0(6.5) 4.6( 7.7)
合 計 (100.0) 3.3(100.0) 4.9(100.0)l 1.4(100.0) 0.9(100.0) 2.9(1bo.o)
(2)就 業 構 造 の 展 望 (単位;%)
1980年 1985年 1990年 1995年 1999年 2010年
(構成比) 伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)伸び率(構成比)
[80-85] [85-90] [90-95] [95-99] [99-10]
農林水産業 (ll.0) -2.4( 9.3) -3.7( 7.1) -2.9( 6.0) -2.3( 5.5) -4.7( 3.1)
鉱 業 ( 0.2) -2.8( 0.2) -7.5( 0.1) -2.1( 0.1) -4.5( 0.1) -1.6( 0.1)
製造業 (23.4) 2.0(24.7) 1.4(24.5) -1.7(21.9) -1.1(20.9) -0.4(19.1)
電力.ガス.水道.運輸.通信 ( 7.0) 0.1( 6.7) 1.3( 6.6) 1.2( 6.8) 0.3( 6.9) 0.2( 6.7)
卸売 .小売業 (18.8) 0.9(18.7) 1.2(18.4) 1.3(19.0) -0.5(18.6) -0.2(17.3)
金融 .保険 .不動産 ( 3.6) 2.1( 3.8) 4.2( 4.4) 0.0( 4.2) -1.0( 4.1) -1.P( 3.5)
医療 .保健 .公共サービス (12.9) 1.4(13.2) 1.6(13.2) 1.5(13.9) 1.5(14.7) 畠.3(18.1)
対事業所サービス ( 5.0) 2.5( 5.4) 6.6( 6.7) 3.0( 7.8) 3.2( 8.8) 2.4(10.9)
対個人サービス ( 8.5) 2.1( 9.0) 2.2( 9.3) 1.8( 9.8) 1.2(10.3) 2.2(12.5)
(注1)伸び率は年平均伸び率
(注2)( )内は構成比
(注3)産業構造は実質GDPベース
(出所)経済産業省 ･産業構造審議会 ･新成長政策部会報告 『イノベーションと好循環の形成に向けて- 持続的成長の下での安心と
価値実現社会-』(2001年11月)p.129より作成｡
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表3 職業別労働力需給の展望
ヽ
(単位 ;10,000人 (%))
需 要 & &
1985年 1990年 1995年 2000年 2010年 2010年
lT関係技術者 63 89 95 118( 1.8%)172( 2.5%) 142( 2.0%)
その他の技術者 109 125 143 154( 2.4) 166( 2.5) 183( 2.6)
専門的職業従事者 465 525 579 614( 9.5) 813(12.0) 710(10.2)
管 理 235 259 273 197( 3.1) 125(1.8) 147( 2.1)
事 務 1,044 1,198 1,246 1,275(19.8) 1,267(18.7) 1,352(19.4)
販 売 828 896 941 960(14.9) 997(14.7) 1,047(15.1)
サービス 415 456 512 562( 8.7) 719(10.6) 729(10.5)
保 安 82 89 96 105( 1.6) 127( 1.9) 130( 1.9)
農林漁業 537 444 384 334( 5.2) 202( 3.0) 251( 3.6)
運輸通信 233 237 246 239( 3.7) 225( 3.3) 244( 3.5)
生産労務 1,797 ･1,929 1,903 1,821(28.2) 1,832(27.1) 1,842(26.5)
その他 10 33 39 76( 1.2) ぺ126(1,9) 175( 2.5)
(出所)同上 (表2)p.139-140より作成｡
表4 就業形態別就業者数の推移
1982年 1987年 1992年 ､ 1997年
罪 女 男 女 男 女 男 女
民間の役員 8.3 3.2 8.5 3.6 9.6 4.4 9.0 4.0
正規の職員.従業員 84.1 66.1 83.2 60.6 81.5 58.3 80.9 53.8
パート.アルバイト 2.8 26.0 4.0 31.8 5.0 33.5 6.3 37.7
派遣社員 p - - 0.1 0.3 0.2 1.5 0.2 0.9
嘱託等 1.7 1.6 1.6 1.5 1.8 0.6 ･1.8 1.7
その他 3.1 3.1 2.5 2.2 1.9 1.9 1.8 1.9
(出所)関口 功 ｢雇用形態の流動と組紙の活性化｣(新潟経営大学 ･地域活性化研究所 『地域活性化ジャーナル』
(創刊号)p.40より作成｡
済成長率を年平均で2.9%として2010年の産業構造を措
いてみたものであるが､そこからも産業構造のサービ
ス化が一段 と進むことが容易に窺える｡ とりわけ医
療 ･保健 ･公共サービス､対事業所サービス､対個人
サービス等の比重が上昇する｡
こうした産業構造のサービス化の進展を背景にして
就業構造のサービス化は産業構造のそれをさらに上回
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る勢いで進むものとみられる｡ 例えば上記の医療 ･保
健 ･公共サービス､対事業所サービス及び対個人サー
ビスの三部門全体の産業別構成比は1999年の23.2%か
ら2010年には26.6%へと3.4%上昇する見通しであるが､
就業構造の場合には同 じく三部門全体で33.8%から
41.5%へと7.7%も上昇することになる (表2-[2]の就業
構造の展望を参照のこと)催1)｡
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こうした就業構造の′封じを受けて職業別労働力需要
構造も大幅に変化するLL)過しである｡ 表3は上記の産
業 ･就業構造の展望に州した職業別労働力需給見通し
である｡それによれば､IT関係技術者を中心とする
技術者､専門的職業従姉者及びサービス関係従事者に
対する需要が大幅に上昇するとされている｡サービス
従事者と並んでこうした技術者や専門職の需要が増大
するのは､産業 ･就業構造のサービス化が情報化やソ
フト化と表裏の関係で進展するとともに､それに応じ
て知識労働に対するニーズも増大するからに他ならな
い｡
以上の就業構造の変化は就業形態の変化にも繋がっ
ている｡ 例えば1982年から97年にかけての就業形態別
就業者比率の推移を観てみると (表4参照)､正規の
職員 ･従業員の比率が大幅に低下し､それに代わって
パート･アルバイト等の短期雇用形態の従業員の比率
が大幅に上昇するとともに､80年代後半からは新たに
派遣社員や独立契約社員など外部社員形態の従業員が
増加している｡このことは､事務系職種の外部労働市
場依存度が高まったことを反映しているだけではな
く､.ソフト開発や情報処理､ネットワーク開発等情報
関連従事者へのニーズが高まりその外部労働市場依存
度もまた高まったということを反映している｡
2.求められる新しい人材像
上述した産業 ･就業構造の変容を通じて新たに求め
られる人材像(注2)を浮き彫りにしてみると､それは
以下の三点に整理されよう0
第一に即応能力が求められる｡グローバリゼーショ
ン､IT化そして市場化が相乗作用を伴いながら企業
に競争力強化と経営改革を適 っている今日において
は､企業が技術及び経営の両面に亘り急速かつ抜本的
なイノベーションを求められるのは当然であるが､そ
れに対応するために企業としてまず必要なのは即戦力
である｡そうした必要性を充たすためには､さし当た
ってそれを有する外部の専門家グループに依存せざる
を得ない｡いわゆる ｢即応能力の調達｣(注3)である｡
第二に上記の点に関連して､即戦力だけではなく､
抜本的なイノベーションのための独創的なアイディア
もまた求められる｡しかもこの点でも外部に依存する
ケースが多くなっている｡ 独創的な商品を開発するた
めには､自社内の人材に拘るのではなくむしろ内外の
優秀な人材の適切な組み合わせを通じてそれを遂行す
るのが望ましい場合が多いからである｡イノベーショ
ンのためにも外部労働市場を積極的に活用すべきだと
いう考え方である(注4)0
第三に ｢シンボリック･アナリスト｣の登場が挙げ
られる｡｢シンボリック ･アナリス ト｣とはロバー
ト･B･ライッシュによって提唱された概念である｡
それは一般的にはプロフェッショナルな職業に従事す
る人達のことを指しているが､肝心なのはそれが単に
専門性を強調しているだけではなく､｢抽象化､体系
的志向 (システム志向一筆者注)､実験､共同作業の
技能の習得｣(li:･5)も重視されている点である｡つまり
彼らは､ITを手段として駆使しながらもそれだけに
止まらず企業経営戦略に不可欠な ｢暗黙知労働｣なか
んずく ｢高度暗黙知労働｣の供給者としての知識労働
者集団とみなされるべきであり､上述したアラン･バ
ートンジョー ンズが指摘する企業の中核的ないし準中
核的専門家集団であると云えよう(u:･6)｡その意味で彼
らは､ただ単に｢プロフェッショナル｣(｢専門職業人｣)
というよりもむしろ ｢知的プロフェッショナル｣と呼
ぶ方が適切であろう｡
従って今後求められるのは上記三つの類型の何れか
に属する人材であると考えられるのであるが､問題は､
こうした ｢プロフェッショナル｣なかんずく ｢知的プ
ロフェッショナル｣は必ずしも十分に供給されてはお
らず､しかも将来はますます不足するものと観られる
ことである｡ そのことは表3からも容易に窺えよう｡
例えば､今後需要増大が見込まれるIT関係技術者 ･
その他の技術者 ･専門的職業従事者 ･サービスの四部
門全体の需要シェアは､2000年には22.4%であるが
2010年には27.6%に達する見通しである｡ところがそ
れに対する2010年における供給シェアは25.3%に止ま
っており､とくにIT関係技術者及び専門職業従事者
の払底は明白である｡
従って､こうした不足する ｢プロフェツショナ
ル｣ ･｢知的プロフェッショナル｣を如何に確保 ･養
成するかが今後の日本経済の発展にとっても死活的な
課題となる可能性が強いのである｡
(注 1)厚生労働省の試算でも､就業者数は全体で
2001年には6,412万人 (うち製造業1,284万人､
サービス業1,768万人)､2006年には6,429万人
(うち製造業1,214万人､サービス業1,885万人)
と総数としてはそれほど変化はみられないが､
就業構造としては､製造業が大きく減少し､そ
れに替わってサービス業が大幅に増加するもの
と予測されている (日本経済新聞2002年7月9
日より)｡
(注 2)但しここでは就業形態変化論を論じているの
ではないので､産業 ･就業構造のサービス化の
下で増加しつつあるアルバイト･パートなどの
短期就業者については､人材論とは一応切り離
して考えることにする｡こうした短期就業者の
増加は､(イ)サービス業拡大に伴い､就業構
造が不安定化し就業形態が複雑化し (第Ⅰ章
[注 5]参照)､(ロ)さらにそこに企業経営者
の人件費削減要求が加わった結果､生じている
面が強い｡
(注3)関口 功 ｢雇用形態の流動と組織の活性化｣
(新潟経営大学 ･地域活性化研究所 『地域活性
化ジャーナル』(創刊号)p.43参照｡
(注4)同上 p.42参照｡
(注5)同上P.42より｡
(注 6)｢シンボリック･アナリスト｣は別の角度から
観れば､"ゴールデン･カラー (GoldenColour"
とみなすことも出来よう｡ なおこの間題に関連
して､Ⅰ.ツエリチェフ教授は､マクロ経済論の
立場から重要な論点- すなわち "ゴールデ
ン･カラー"問題は日本経済の ｢構造改革｣の
カギを握っているという論点- を提起してい
る｡"ゴールデン･カラー"とは､マネージャ
ー､エンジニアー､リサーチャー､デザイナー､
ファイナンシャル ･ストラテジスト及びこの他
の知的創造力を持った多くの秀でた専門家から
なる ｢ビジネス ･エリート｣のことを指してい
るが､重要なことは､こうした ｢ビジネス ･エ
リート｣を既存の "日本的労働システム"に如
何に受け入れ融合させていくかが､そもそも経
済改革における主要課題の一つである ｢日本的
経営｣システム転換における核心的問題- す
なわち経済発展と､終身雇用制 ･年功賃金制 ･
高生産コストという ｢日本的経営｣の基盤をな
す日本に固有な "日本的労働システム"とのジ
レンマを如何に解決するのかという問題一 に
深く関わってる､という点だ｡何故ならば､上
記の "ジレンマ"を解決するためには "日本的
労働システ"自体を改革する- それは同時に
｢日本的経営｣の転換をも意味しているが-以
外にないのだが､そのための最初で且つ最も重
要な一歩は､企業の高付加価値化に最も重要な･■､
役割を果たす ｢ビジネス ･エリート｣に対する
知的創造力発揮に結びついた賃金体系及び就業
形態を用意することに他ならないからだ｡その
意味で "ゴールデン一 ･カラー"問題は日本的
経営の転換ひいては経済改革のキー ･ファクタ
ーである､という訳だ｡(ⅠvanTselichtchev
"Goldencolar'businesseliteneeded"[The
DailyYomiuri16January2002]参照)｡ (尤も
この場合､新たな ｢賃金体系｣や ｢就業形態｣
の導入に当たっては､｢ビジネス ･エリート｣
の "能力"を如何なる方法で評価すべきか､さ
らにその場合の評価基準と雇用類型との関連性
をどのように考えるべきなのか､というさらに/
厄介な問題が出てくることも見落としてはなら
ないであろう｡)
Ⅲ.｢ビジネス教育｣の問題点と課題
そこでプロフェッショナルな人材- ｢プロフェッシ
ョナル｣(｢専門職業人｣)及び ｢知的プロフェッショ
ナル｣の双方を含めて-の養成に対して ｢ビジネス教
育｣がどのような役割を果たすべきかということが問
われる｡ つまり ｢ビジネス教育｣のあり方が問われて
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/いるのである｡ まず ｢ビジネス教育｣の内容から立ち
入ろう｡
1.｢ビジネス教育｣の内容
｢ビジネス教育｣の内容を理解する上で一つの手掛
かりを与えてくれるのが文部科学省の新学習指導要領
すなわち ｢高等学校学習指導要領｣である｡ それによ
れば ｢ビジネス教育｣の目標は､｢ビジネスに関する
基礎的な知識と技術を習得させ､経済社会の一員とし
ての望ましい心構えを身につけさせるとともに､ビジ
ネスの諸活動に適切に対応する能力と態度を育てる｣
ことであるとされる｡つまり "ビジネスの諸活動に適_/
切に対応する能力"を育てることが ｢ビジネス教育｣
の目的だとされているのである｡
そうした目標に別して､対象分野としては四つの分
野すなわち ｢流通ビジネス｣､､｢国際経済｣､｢簿記会計｣
そして ｢経営情報｣が挙げられており､具体的にはさ
らに17科目が対象にされている(注1)｡これらの教科を
通じて育成が期待されるのは知識 ･技術の活用能力で
あり､｢ビジネス教育｣の分野ではとくにマーケテイ
ング能力､国際交流能力､会計活用能力及び情報活用
能力である｡こうした知識 ･技術の活用能力育成は云
うまでもなく前述した知識労働に関わっており､従っ
てそれは､高等学校の ｢ビジネス教育｣においてだけ
ではなく､高等教育機関における ｢ビジネス教育｣に
おいても重視されるべき課題であると云えよう｡
2.｢商業教育｣と､｢ビジネス教育｣
ではこうした ｢ビジネス教育｣と従来の ｢商業教育｣
との相違点及び共通点は何か｡相違点については序論
で既に論じたのでここではむしろ共通点について述べ
ておきたい｡
一つは四つの対象分野のうち流通ビジネスと簿記会
計は ｢商業教育｣においても中心をなしてきた分野で
あり､従ってそれに関連した科目についても同様であ
る｡ その意味で ｢ビジネス教育｣は ｢商業教育｣の範
囲を拡大したものであると捉えることができよう｡
二つには ｢商業教育｣の中で重視されてきた商業倫
理論は以下の理由でむしろ強化 ･発展される必要性さ
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えあると云えよう｡すなわち､(イ)サービス化 ･ソ
フト化社会では文化的な価値が高まるが､こうした文
化的価値をどのように創出するのか､またそれに対し
て商業はどのような役割を担い得るのか､(ロ)その
場合､商業施設のあり方をどのように考えまた商業的
感性を持ったデザイン文化をどのように創造するの
か､(ハ)商業倫理の教育をどのように具体化するの
か､(ニ)環境問題について商業教育は如何に取り組
むべきなのか-といった諸点はむしろ今後ますます重
要になると想定されるのである(lj･:2)｡従ってこうした
商業倫理は ｢ビジネス教育｣の中でもむしろ発展させ
られるべき課題であると云えよう｡そのことは､商業
倫理の普遍化としてのビジネス倫理論の必要性が改め
て求められていると理解すべきであろう｡
以上の共通性は､｢ビジネス教育｣は ｢商業教育｣
の継承発展論として捉えられるべきであるということ
に他ならない｡
3.｢ビジネス教育｣の課題
それでは ｢ビジネス教育｣の課題とは何か｡この点
を最後に筆者の試論として纏めておこう｡
第一は知識社会への対応である｡この間題は知識労
働論を通じて既に触れたのでここでは省略する｡
第二は融合教育の必要性である｡例えば､上記の
｢ビジネス教育｣における四つの分野の内容をよくみ
てみるとそれらは融合し合っていることが解る｡流通
ビジネス分野と経営情報分野は ｢ウエブ･マーケテイ
ング論｣を通じて融合し合っており､簿記会計分野は
｢連結財務論｣を通じて経営情報分野と国際経済分野
と融合し合っている｡ 従って四分野に則した17の科目
群はさらに複雑な融合関係にあることは容易に想像さ
れよう｡融合教育はこうして次第に ｢深化｣していく
のである｡
第三は融合教育の高度化である｡上記の融合教育の
｢深化｣は見方を変えれば融合教育の高度化でもある｡
例えば上記の､｢ウエブ ･マーケテイング論｣や ｢連
結財務論｣は､融合と高度化が表裏の関係にあるとい
うことを端的に示してくれている｡さらに見落として
ほならないのは､その高度化が知識社会への対応に繋
がっているという点である｡ 融合教育はそもそも知識
社会への対応と関連しているが､その ｢深化｣によっ
て育成が期待される知識 ･技術の活用能力もまた高度
化することにより､両者の関連性はますます緊密化す
ることになる｡ (そのことは､上記の第一の課題と第
二の課題はそもそも表裏の関係にあるということを意
味している｡)そしてこうした緊密化は教育の内容及
び ｢場｣tが高校からさらに高等教育機関-と進むこと
を促す｡その意味で､｢ビジネス教育｣はそもそも高
校と高等教育機関における一貫教育として取り組まれ
る必要性があるのだ｡そのことは､｢ビジネス教育｣
を通じて養成が求められている｢プロフェッショナル｣
すなわち ｢専門職業人｣は同時に "知識人"でもなけ
ればならないということを示唆していよう｡
第四に生涯教育の視点が重視されなければならな
い｡そもそも知識労働者の増加は高齢化社会と密接に
関係している｡ 平均寿命の延長は､労働寿命の延長に
繋がり､労働寿命の延長はさらに学校教育の延長に結
びつくが､知識労働者の増加はそうし､た意味での学校
教育の延長と密接に関連しているのである(注3)｡云う
までもなくこの点は､｢ビジネス教育｣における社会
人教育 ･再教育の重要性にも繋がっている｡
最後に継続教育の必要性についても触れておかなく
てはならない｡上記の学校教育の延長という問題は単
に時間的な延長だけを意味しているのではない｡｢ビ
ジネス教育｣における継続教育の重要性が高まるとい
うことでもある｡ 一つは､高等学校と高等教育機関と
の継続教育である｡ 上述したように ｢ビジネス教育｣
は高等学校と高等教育機関とに跨る一貫教育として取
り組まれようとしているが､そのことは､両者の間で
｢ビジネス教育｣における継続性と発展性が新たに重
要な課題となりつつあるということを示唆している｡
高大連携論とりわけ ｢ビジネス教育｣に係わる連携論
の意義は正にこの点に求められよう｡ 二つには､大学
教育における継続性である｡｢ビジネス教育｣とりわ
け専門職業人教育に関しては､この点がとくに重要で
ある｡ そうした課題を担っているのがいわゆる ｢ビジ
ネス ･スクール｣である｡ 但しこの ｢ビジネス ･スク
ール｣の内容については留意すべき点が二つある｡ -
つは機能論であり､いま一つは方法論である｡ 前者に
ついては二つの機能が求められる｡ 専門職業人養成と
研究者養成という機能である｡ そのうち前者の専門職
業人養成課程に関しては､学士課程と修士課程との継
続性だけではなく､前述した社会人教育 ･再教育との
関連性もまた考慮されなければならないであろう｡後
者の方法論に関しては､企業評価論 ･企業統治論の再
構築が求められている｡ 短期的利益のみが企業評価の
決定要因だとする短絡的な発想ではなく､企業の ｢持
続的発展性｣- すなわち知的能力､研究開発力､環
境マネジメント(注4)､社会的収益性(注5)､社会的責任
(注6)と貢献さらには倫理性など企業のサステナビリ
ティーに係わる諸要素- もまた今日では企業評価の
重要な決定要因だとする企業評価論に基づく ｢ビジネ
ス教育｣の重要性をまず指摘しておきたい｡さらにこ
うした企業評価基準の再定義は新たな企業統治論の構
築抜きには困難である｡ すなわち企業評価基準再定義
は､市場メカニズムを絶対視するあまり倫理性を軽視
しともすれば株価と企業経営とを一体化してしまうよ
うな企業経営論すなわちいわゆる株価至上主義経営論
に傾斜しがちな ｢アメリカ型企業経営論｣に代わって
市場メカニズムと企業倫理との ｢調和｣さらには ｢融
合｣(注7)をも考慮した ｢新たな企業経営論｣に拠る企
業統治論構築と表裏の関係にあるからだ｡従って新企
業評価論とともに新企業統治論に基づく ｢ビジネス教
育｣もまた必要である｡ しかもこうした企業評価 ･企
業統治論の再構築に依拠した ＼｢ビジネス教育｣は､
｢ビジネス教育｣においても共生教育-すなわち環境
との共生､社会との共生､文化との共生などについて
の教育- の重要性が高まっている今日ではとくにjTL:
要なのである｡
(注 1)｢ビジネス教育｣を ｢企業の事業活動全体に係
わるビジネスに関する教育｣だと捉えるにして
も､その場合さらに商業教育継承発展論を考慮
するならば､云うまでもなく ｢ビジネス教育｣
の対象分野及び対象科目は自ずから絞られるこ
とになる｡ だがそれにしても､文部省版 ｢ビジ
ネス教育｣では､その定義の唆昧さが ｢ビジネ
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ス教育｣と ｢商業教育｣との関係にも投影され
ていると云わざるを得ないようなところがあ
る｡ 例えば17科目とは､ビジネス基礎､課題
研究､総合実践､商品と流通､商業技術､マー
ケテイング､英語実務､経済活動と法､国際ビ
ジネス､簿記､会計､原価計算､会計実務､情
報処理､ビジネス情報､文書デザイン､プログ
ラミングであるが､それらの内容をよく検討し
てみると､そこには ｢商業教育｣と ｢ビジネス
教育｣が混在している面があることは否めない
ようだ (文部省 ･学習指導要領 [1999年3月29
日]｢第3節 商業｣参照)｡
(注2)三森昭雄 ｢変革期商業教育の課題一二ビジネ
ス ･文化 ･教育システムの検証-｣[補足資料
7](日本商業教育学会 ･第12回全国大会)参
照｡なお三森氏は商業倫理論をむしろ商業文化
論の一環として捉えられているようだ｡､氏は
そうした観点から､商業文化論に求める教育シ
ステムとして､(イ)商業と文化､(ロ)スペシ
ャリス トたちが持つ文化､(ハ)商業と情報技
術､(ニ)商業と芸術､(ホ)消費文化と商業､
(へ)地域文化と商業､(ト)国際文化とビジネ
ス､(チ)異文化のコミュニケ一夕､(リ)商業
文化の学際化-などの学習内容の重要性を特に
強調されている (同上参照)0
(注3)吉野弘一 ｢新高等学校学習指導要領について｣
(同上)参照｡
(注 4)企業の持続的発展性を支える上で最も重要な
要素の一つとして ｢環境マネジメント｣が注目
され始めている｡(｢環境マネジメント｣につい
ては､YasuhikoEbina｢AproposalofAsian
ManufacturingNetwarkthroughABIN
【AsianBusinesslnformationNetworkト For
theformationofAsianEnvironmental&
図1 ｢HondaLCAシステム｣
LCAデータシステム
図- HondaLCAシステムの概要.｢HondaLCAデータシステム｣と｢HondaLCAマネージメントシステム｣で構成される.
(出所)中山 力 ｢ホンダ､全事業領域のLCAシステムを構築一幸1台のライフサイクルにおける環境負荷を評価-｣
lNJKKElDJGITALENGINEEKING<2002.8>]p.33より｡
-11!卜
EconomicZoneencouragedby"AsianGreen
ManufacturingNetwork"otvingtoJapanese
"EnvironmentalCompetitiveness"through
theLCAsoftware｣<URL;htp://www.with-
online.com/yasuhiko/kiyo90211117.htm> [新
潟経営大学紀要第9号<2002年3月刊予定>掲
載予定]を参照のこと｡)｢とくに自動車産業の
企業経営においてはそれは既に不可欠なものと
なりつつある｡ 例えばホンダは､｢LCA (Life
CycleAssessment)システム｣(図1参照)と
してそれを既に自社経営戦略の中に包含しつつ
あるとされる (中山 力 ｢ホンダ､全事業領域
のLCAシステムを構築一 事1台のライフサイ
クルにおける環境負荷を評価 -｣[NIKKEI
DIGITALENGINEERING<2002.8>]p.33参
照)｡なお自動車産業における環境マネジメン
ト論に関しては､拙稿 ｢新潟県ニット企業の中
国市場進出を巡る課題-『ボーダレス経営』
下のビジネスモデル試論一十(仮題)(新潟経
営大学 ･共同研究2002年 [ディスカッション･
ペーパー]<URL;http://www.with-online.
com/yasuhiko/kenkyuO21110.htm>)p.26-31
＼
を参照されたい｡
(なおLCAとは､原料採取 ･製造 ･流通 ･消費
[使用] ･廃棄という製品の全ライフサイクル
に亘って環境負荷を包括的に測定し､その軽減
目標を設定するというコンセプ トのことであ
る｡)
(注 5)｢社会的収益性｣とは､環境などの外部経済性
を投資収益化することを指す｡問題はそうした
社会的投資のための資金調達を国民経済の資金
調達メカニズムの中に如何に埋め込むかである
が､その点に関して､西村晴彦教授は ｢社会的
投資ファンド｣市場の形成という興味深い提案
を行っている (西村清彦 ｢閉そく脱出- 『社会
的投資』｣(日本経済新聞2002年10月8日参照)｡
(注 6)例えば､企業の社会的責任論に基づき､投資
信託や年金基金運用を通じて社会的ニーズの充
足や環境保全さらには ｢食の安全性｣に対する
社会的投資が次第に活発化している｡なお社会
的責任論については､高 厳 ｢日本再生ファン
ド構築を-『社会的責任』に投資-｣(日本経
済新聞2002年7月30日)を参照されたい｡
(注 7)市場メカニズムと企業倫理との ｢調和｣･｢融
合｣のためには､(イ)｢ステークホールダー｣
概念を複数化すること､つまりその対象を株主
だけに限定するのではなく従業員､消費者 (顧
客)さらには地域住民などにも広げること､
(ロ)社会的企業評価を重視すること､つまり
企業評価基準を短期的でかつ収益面での評価に
限るのではなく､中長期的でかつ社会的な評価りう
も反映され得るものに改めること- の二点が
求められよう｡
Ⅳ.新潟県における人材養成の方向
｢ビジネス教育｣を巡る論点整理に関して､新潟県
の場合はさらに以下の諸点に留意すべきであろう｡そ
れは､(イ)一つには新潟県における産業 ･就業構造
の変容をどのように観るのか､(ロ)二つには同県の
職業構造はどのように変化 しようとしているのか､
(ハ)三つには同県産業集積と ｢ビジネス教育｣との
関連性をどのように考えるべきなのか､(ニ)最後に
同県の北東アジアにおける ｢拠点性｣にとって ｢ビジ
ネス教育｣は如何なる意味を持っているのか- とい
う諸点である｡ こうした点に留意しつつ同県における
人材養成の方向を探ってみよう｡
1.産業 ･就業構造の変容
まず産業構造の変化から観ておこう｡ 表5-(1)は新潟
県の産業構造を展望したものであるが､それによれば
1995年に対して2010年に増加しその比重を高めるの
は､電力 ･ガス ･水道､卸売 ･小売業､不動産業､運
輸通信業そしてサービス業である｡ 注目されるのはや
はりサービス業の大幅な増加とその比重の高まりであ
る｡ しかもその ｢サービス化｣が､事業所関連サービ
ス業及び知識関連サービスの大幅な増大に因っており
(図2-[1]参照)､なかんずく情報サービス業の増加に
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表5 新潟県の産業 ･就業構造の推移
(1)産業構造の展望 (単位 ;%)
1975年度1980年度1985年度1990年度 1995年度 1997年度2000年度 2010年度
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 年平均成長率[★75-95] 構成比 構成比 構成比 年平均成長率[★95-10]
農林水産業 9.4 5.5 4.5 3.6 ★2.7 -2.83 - - ★2.1 -0.45
鉱 業 ★1.3 - - - ★0.7 0.04 - - ★0.6 0.05
製造業 25.3 25.5 24.2 24.1 20.8 2.39 21.1 19.0 17.8 -0.04
建設業 13.4 13.5 10.9 ll.7 14.0 3.59 ll.7 14.3 14.0 1.06
電力 .ガス.水道 ★3.0ノ 4.5 6.1 5.6 5.9 6.71 6.9 6.9 6.8 2.36
卸売 .小売業 _ 14.1 13.0 13.2 13.9 12.5 2.90 12.5 13.7 13.9 1.56
金融 .保険業 ★4.0 4.0 - 3.5 ★3.3 2.23 - - ★2.7 -0.03
不動産業 6.4 7.9 8.8 9.3 9.9 5.28 10.4 10.1 10.5 1.69
運輸 .通信業 4.9 4.8 5.5 6.1 6.1 4.70 6.2 6.3 7.0 1.84
サービス業 8.6 10.1 12.6 13.2 15.4 5.98 15.8 15.5 17.0 2.28
政府サー ビス.対家計民間非営利サービス ★12.4 12.2 !9.2 ll.2 ★11.2 2.80 !8.7 10.4 10.1 0.45
(注)★は暦年
!は政府サービス生産者
(出所)北越銀行 r2010年の新潟県産業構造- リーディング企業群の創出を目指して-A
(同行経済研究所 『ホクギン･クオータリ 』ー【2000年夏季号])におけるデータにより試算｡
(2)就 業構造 の展望 (単位;%)
1975年度1980年度1985年度1990年度 1995年度 1997年度2000年度 2010年度
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 年平均成長率【75-95] 構成比 構成比 構成比 年平均成長率【95-10]
農林水産業 ★22.9 17.9 ★14.1 ★10.6 ★9.1 -4.24 - ★7.3 6.8 -1.68
鉱 業 ★0.3 - ★0.3 ★0.2 ★0.3 -0.93 - ★0.2 ★0.3 -0.16
製造業 ★22.9 22.5 ★22.5 ★24.6 ★23.1 0.33 - ★21.6 21.5 -0.27
建設業 ★9.4 ll.0 ★10.8 ★11.3 12.6 1.80 - ★12.6 13.4 0.60
電力∴ガス.水道 ★0.6 - - - ★0.7 0.60 - - ★0.7 0.25
卸売 .小売業 ★18.7 20.4 ★20.7 ★20.7 ★20.9 0.85 - ★21.3 21.1 0.26
金融 .保険業 ★1.8 - ★2.3 ★2.3 ★2.3 1.51 - ★2.2 ★2.2 -0.06
不動産業 ★0.3 - - - ★0.4 2.72 - - ★0.5 1.15
運輸 .通信業 ★5.3 5.3 ★5.2 ★5.1 ★5.1 0.03 - ★5.2 4.9 0.08
サービス業 ★14.7 16.4 ★17.9 ★19.9 ★22.1 2.35 - ★22.9 25.3 1.09
公 務 ★3.0 - - - ★3.2 0.59 - - ★3.1 0.08
(注)★は暦年
(出所)同上及び新潟県産業労働部 『'01にいがたの労働』より作成｡
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図2 新潟県サービス業の推移
(1)サービス業類型別事業所の推移
…-I--
??????
?????
?
? ?
??
?????
??? ?
??
??? ???
??? ???
1975年-100
■知識関連
皿生活関連
ES趣味･娯楽関連
囚医療 ･衛生･福祉関連
田事業所関連
□その他
'75 '78 '81 '86 '91
(注)知識関連-放送業､専門サービス業 (他に分類されないもの)､教育､学術研究機関､学術 ･文化団体
生活関連-各種物品賃貸業､その他の物品賃貸業､洗濯 ･利用 ･浴場業､その他の個人サービス業､駐車場業､自動車整備業､その他の修理業
趣味 ･娯楽関連-自動車賃貸業､スポーツ･娯楽用品賃貸業､旅館 ･その他の宿泊所､映画業､娯楽業
医療 ･衛生 ･福祉関連-医療業､保健衛生 ･廃棄物処理業､社会保険･社会福祉
事業所関連-産業用機械器具賃貸業､事務用機械器具賃貸業､情報サービス･調査 ･公告業､その他の事業サービス
その他-協同組合 (他に分類されないもの)､宗教､経済団体､労働団体､政治団体､他に分類されない非営利団体､その他のサービス業
資料 :｢事業所統計調査報告｣(総務庁)より作成
(2)情報サービス業業態別事業所数の推移
???? ?? ?
??
?
??
?
??????
?
?
?
?
}その他
□情報提供 vA-B+BW-AMa
田情報処理
□ソフトウエア業
'94 (年)
-122-
資料 :｢特定サービス産業実態
調査報告書｣ (通商産業
省)より作成
(出所)新潟県 『新潟県21世紀
産業ビジョンー 自立型企業の倍
増を目指して-A (1996年6月)
P.30-31
表6 新潟県における就業形態の変化
(1)従業員構成比の推移 (単位 ;%)
-L
正社員 83.7 81.1 80.7
正社員以外の社員 16.3 18.9 19.3
契約社員 2.1 2.7 2.8
臨時的雇用者 2.5 2.5 2.5
パー.卜タイマー 9.0 9.9 ll.4
出向社員 1.0 1.5 0.9
派遣労働者 0.6 0.9 0.7
(2)正社員以外の社員を雇用する理由 (複数回苔､単位;%)
正社員を確保できないから 8.6 8.4 7.5 8.5 16.7 9.7
正社員を重要業務に専念させるため 10.5 6.5 20.9 10.6 20.8 9.7
長い営業 (操業)時間に対応するため 3.8 6.5 8.1 2.1 2.1 6.5
臨時.季節的業務量の変化に対応するため 16.2 16.1 1.1 ②33.5 ①29.0
■l
高年齢者の再雇用対策のため 22.9 13.1 6.9 2.1 4.2 6.5
正社員の育児.介護休業対策の代替にため 6.7 9.4 4.8 1.1 6.3 3.2
その他 2.9 4.7 7.5 ll.7 4.2 12.9
無回答 3.7 ll.2 3.9 13.8 4.2 9.7
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(3)正社員以外の社員の職種
(複数回苔､単位 ;%)
盛時吋雇用車
管理.監督職 (会社の社長､重役､本部課長､工場などの長など) 4.8 0.0 0.6 享奉賀 2.1 3.2
専門.技術職 (研究.技術者､システムエンジニア､デザイナーなど) ll.2 ll_.3 12.94 .十
事務職 (人事､総務､経理､秘書､集金人､販売.仕入､事務員など) 16.1斗9) 1号 ?草≡ ･1苦寒.圭･7
販売.営業職 (小売店主､不動産仲介､訪問販売､外交員など) 13.3 3.7 9.6 5.3 0.0 9.7
技能土.生産行程作業者 (塗装工､電気作業員､建築大工など) 10.6響 一l
運輸.通信従事者 (運転者､機関士､電話交換士など) 14.3 13.1 7.5 6.4 6.3 3.2
サービス.保安従事者 (客の案内､接待を行う職種､警備員など) ll.2 16.1 4.3琴
その他 ll.4 3.2 8.3:I
(出所)(財)新潟経済社会リサーチセンター 『新潟県における雇用形態の多様化等に関する調到
/(同 『センタ-月報J2001年6月)p.5-7より.
負うている (図2-[2]参照)ということが重要である
(注1)｡つまり同県産業構造の ｢サービス化｣もまたサ
ービス化 ･情報化 ･ソフト化という文脈で捉えられる
べきであり､その点では全国的な傾向と軌を一にして
いるのである｡
こうした産業構造の変化を受けて就業構造の方も､
サービス業の比重が大幅に高まる様相を呈している
(表5-[2]参照)｡従って同県においても､就業構造の
サービス化が進展し､それに伴い専門的な労働力に対
するニーズが拡大するにつれて､就業形態も大きく変
容を遂げようとしているのである｡
例えば､(財)新潟県経済社会リサーチセンターが行
った企業アンケート調査もそのことを裏付けている｡
一すなわち､(イ)正社員の就業比率の低下に反比例し
て非正社員のそれが上昇しているが､その場合､非正
社員の中ではパートタイマー､契約社員､出向社員､
派遣社員の比重が増加しつつあり (表6-[1]参照)､
(ロ)そして注目されるのは､企業が契約社員を増や
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す主要な理由として ｢専門的業務に対応するため｣と
｢即戦力 ･能力のある人材を確保するため｣とを挙げ
ており (表6-[2]参照)､(ハ)さらに契約社員の職種
は､専門･技術職 (研究 ･技術者､システム ･エンジ
ニア､デザイナーなど)が3割を占めている (表6-[3]
参照)- ことからも就業形態の変容が窺えるのであ
る｡ 今後の従業員採用方針に関しても､パートタイマ
ーなどの非正社員を活用するとしている企業の割合が
40%強と最も大きいが(注2)､このことは新潟県の就業
形態が今後上記の方向へと一段と変化していくことを
示唆している｡
その意味で､同県においても全国的なレベルと同様
にプロフェッショナルな人材に対するニーズが今後ま
すます革まっていくことものと想定される｡従って､
こうした新しい人材を如何に確保 ･養成するかが同県
にとっても重要な課題となることは想像に難くないの
である催 3)｡
では､新潟県において求められている新しい人材と
表7 新潟県における職業別労働市場の変化
(1)現在の雇用過不足感及び今後の雇用見通し (単位 ;%)
現在の過不足 これまでの増減 今後の増減見通し
過剰 適正 不足 BS] 増加 横這い 減少 BS] 増加 横這い 減少 BSl
全 体 14.5 60.9 24.6▲10.0 27.9 37.8 34.2 ▲6.3 23.2 56.8 19.9 3.3
部門別 設 計 .開 発 2.2 49.4 48.4▲46.1 19.5 66.5 14.0 5.5 34.4 60.5 5二1 29.3
事 務 .管 理 13.3 79.4 7.3 5.9 14.1 68.6 17.3 ▲3.2 7.6 75.8 16.7 ▲9.1
営 業 販 売 30 687 2 3 253 77 710 ll3 64 258 7 1 4. 18
生 産 .現 場 13.8 54.2 32.0▲18.2 25.9 36.9 37.2▲11.4 ･26.6 50.1 23.3 -3.3
職檀別 研 究 .技術者 1.0 40.7 58.3▲57.3 15.9 67.7 16.4 ▲0.4 36.3 56.8 6.9 29.4
技能 .熟練工 2.2 51.6 46.2▲44.0 ll.5 58.9 29.6▲18.1 27.5 57.2 15.2 12.3
(注1)BSは は ｢過剰｣または ｢増加｣とする企業割合から ｢不足｣または ｢減少｣とする企業割合を差し引いて指数化したもの｡
(注2)｢増減｣見通しは企業の雇用 ｢増減｣見通しである｡
(2)部門別 ･職業別雇用見通しと業種別 ･規模別雇用見通しのマトリックス
(単位 ;罪)
部 門 別 職 種 別
全 体 設計.開発 事務 .管理 営業.販売 生産 .現場 研究.技術者 技能.熟練工 単純エ
全 体 3.3 29.3 ▲9.1 21.8 3.3 29.4 12.3 ▲12.1
業檀別 食 料 品 9.3 18.5 ▲4.2 17.7 12.1 29.9 21.6 2.2
繊 維 ▲17.3 ll.9 ▲11.2 9.9 ▲20.2 5.0 ▲7.8 ▲30.4
木 材 16.0 18.2 ▲20.8 16.7 ▲19.2 28.6 23.8 ▲30.3
化 学 ▲21.1 ▲11.8 ▲15.0 15.4 ▲9.1 5.6 ▲10.0 ▲28.6
窯 業 .土 石 ▲5.3 12.1 ▲10.5 22.2 ▲13.2 22.2 8.3 8.1
鉄 鋼 ▲18.8 0.0 ▲30.8 9.1 ▲35.7 ▲8.3 ▲35.7 ▲25.0
金 属 製 品 ll.7 37.0 ▲7.2 28.6 13.5 39.7 18.0 ▲6.6
一 般 機 械 5.2 49.2 ▲16.9 19.6 15.9 42.4 12.5 ▲22.6
電 気 機 械 7.2 36.6 ▲7.4 20.0 2.0 36.8 21.1 ▲11.7
輸 送 機 械 ▲17.9 39.1 ▲20.0 4.2 ▲10.7 44.0 3.4 ▲34.6
精 密 機 械 15.8 52.0 ▲4.3 30.0 16.0 54.5 39.1 4.3
そ の 他 ll.5 34.7 ▲6.0 34.8 16.1 30.0 15.4 ▲10.9
規模別 100人 未 満 7.6 28.0 ▲4.9 22.5 7.3 27.9 14.5 ▲8.3-
100- 299 ▲4.4 31.9 ▲14.3 22.0 ▲5.1 31.5 8.2 ▲20.1
300人 以 上 ▲8.5 30.2 ▲29.2 13.2 ▲4.2 40.4 12.2 ▲20.0
(出所)(財)経済社会リサーチセンター 『県内製造業における経営環境の変化と雇用開発の方向性』(同 町センター月報』1997年6
月号)p.9-10よりO
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はどのような部門 ･職種に属する人材なのか｡この点
を知るためには同県の職業構造の変化の方向を探って
みなければならない｡
2.職業構造の変化
まず新潟県における部門別 ･職種別労働力需給関係
を検討してみよう｡ 表7はそうした目的に沿って(財)
新潟経済社会リサーチセンターが行った企業アンケー
ト調査に基づき作成されたものであるが､それによれ
ば以下の特徴を指摘することができる｡
第一に､部門別では､｢設計 ･開発｣､｢営業 ･販売｣､
｢生産 ･現場｣などの部門では大幅に不足しているの
に対して､｢事務 ･管理｣部門では逆に過剰となって
いる｡ 今後の見通しについても､｢設計 ･開発｣及び
｢営業 ･販売｣部門に関しては大幅な増加が期待され
るが､｢事務 ･管理｣部門では縮小するものとみられ
る｡ 従って部門別不均衡は今後ますます拡大するもの
と想定される｡
第二に､職種別では､｢研究 ･技術者｣及び ｢技
能 ･熟練工｣が大幅に不足しているのに対して､｢単
純工｣は過剰となっている｡今後についても ｢研究 ･
技術者｣及び ｢技能 ･熟練工｣の大幅な増加に対して､
｢単純工｣はかなりの規模で縮小することが予想され
る｡その結果既に発生している職種の二極化は今後さ
らに進展することは避け難いものとみられる｡
第三に､上記の部門別不均衡及び職種二極化は業種
別及び規模別不均衡を通じてさらに増幅されている｡
｢設計 ･開発｣部門や ｢研究 ･技術者｣についての需
要は総じて拡大しつつあり､とくに加工組立型業種に
ついてその傾向が顕著である｡ 逆に ｢事務 ･管理｣部
門や ｢単純工｣に関するそれはほぼ全業種に亘って縮
小しているが､とくに鉄鋼､化学において大幅に縮小
している｡さらに従業員規模別にみると､100人以上
の事業所で ｢事務 ･管理｣ ･ ｢生産 ･現場｣部門､
｢単純工｣を縮小 ･削減する傾向がとくに強く､リス
トラに関しても企業規模の面でもその取り組みに格差
が広がっている｡
かくして､職業別労働市場における不均衡 ･二極化
傾向は､地域経済にも重大な影響を及ぼしその政行性
を強めるなど今や深刻な問題になっているのである｡
こうした中で地域経済を再生しその発展を図るために
は､｢事務 ･管理｣部門に携わる労働者や ｢単純工｣
のスムースな職業転換とそれに対する支援が必要であ
ることは云うまでもないが､それと共に､｢研究 ･開
発｣や ｢営業 ･販売｣などの企業経営上重要かつ戦略
的な部門に携わる人材､さらには ｢研究 ･技術者｣､
｢技能 ･熟練工｣など専門性を持った人材の養成が急
務である｡その意味で新潟県においてもそうした人材
の養成に関わる ｢ビジネス教育｣の必要性はやはり大
きいと云わなければならないであろう｡
だがその場合､新潟県の産業構造 ･組織 ･集積の特
質をも十分考慮に入れておく必要があろう｡そこで次
に同県産業集積との関連性に触れておこう｡
3.新潟版 ｢ビジネス教育｣の必要性
新潟県産業集積と ｢ビジネス教育｣との関係につい
てはとくに二つのことに留意しておかなければならな
い｡一つは同集積が中小企業を主体とする産業集積で
あるということ､いま一つはそれが製造業に依拠した
産業集積すなわちいわゆる "モノづくり拠点"である
-新潟県の中でもとりわけ中越産業集積がそうした性
格の強い集積である-ということだ｡まず前者につい
て｡多くの集積地域がそうであるように､新潟県にお
ける産業集積もまた中小企業を中心とする地域産業す
なわち機械金属､繊維産業､食品加工業さらには木工
家具業などを基盤にしている｡従って ｢ビジネス教育｣
においても､これらの産業における中小企業や非自立
的零細企業における戦略的な経営能力を持った人材や
戦略的な選択肢を採択できるような人材の養成が求め
られているのである｡ またこれらの産業に属する企業
の新分野参入に必要な技術指導や技能者の養成も必要
である｡ さらに集積経営能力の育成､新製品開発や販
路開拓などの能力養成もまた欠かせない｡従ってこう
した中小 ･零細企業が多くを占める新潟県産業集積に
おいては､集積地域内の実態に応 じたより実践的な
｢ビジネス教育｣が求められているということを指摘
しておかなくてほならないのである(注4)｡
後者の製造業集積に関しては､産業構造のサービス
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化- しかもそのサービス化は国際分業によって加速
されている-の中ではその存立基盤を維持すること自
体が極めて厳しい状況にあるということを認識してお/′~＼
かなくてはならない｡しかしながら､だからといって
そのことだけに拘り過度な悲観論に陥る必要はない｡
他面ではそうした製造業集積だからこそ新たなビジネ
ス ･チャンスを作り出せるからだ｡製造業集積だから
こそ環境負荷低減型ビジネス ･モデルを開発 ･提示し
うるということである｡すなわち､環境問題が企業経
営戦略上不可欠な要素となっている今日では､前述し
たように環境負荷低減を目的とした ｢環境マネジメン
ト｣とりわけ ｢LCAマネジメント｣が自動車産業を
はじめ製造業においてこれから本格化しようとしてい
るが､そうした ｢LCAマネジメント｣に基づくビジ
ネス ･モデルを創り出す上で製造業企業は最も近い位
置にありかつ最も有利な立場を占めてということを見
落としてはならないのである｡逆に云えば製造業集積
でなければ ｢環境マネジメント｣なかんずく ｢LCA
マネジメント｣にはなかなか取り組めないということ
でもある｡例えば､中越集積では現在難加工軽量金属
すなわちマグネシウムの合金開発及びその事業化に鋭
意取り組んでいるが､それは自動車の車体軽量化等を
通じてCO2･S02等の排出量削減に大きく貢献する可能
性を秘めておりその意味で正に ｢LCAマネジメント｣
の具体的展開に他ならないのだが､同集積がこのマグ
ネシウム開発 ･事業化に取り組めるのは永年に亘り蓄
積してきたその難加工金属加工技術抜きにはありえな
いのである｡ (尤もそのことは､前述したように製造
業自体が新製造業- すなわちサービス化 ･情報化 ･
ソフト化要素と融合した製造業-へと変容しなけれ
ばならないということをも意味しているということを
見落としてはならない｡)しかもボーダレス化時代に
はそうした環境負荷低減型製造業ビジネス ･モデルは
国際的にも一新潟県の場合にはとくに北東アジアに
おいて一 大変重要な意義を有しているのである｡ し
かしながら新潟県産業集積がそうした役割を果たすた
めには､｢環境マネジメント｣とりわけ ｢LCAマネジ
メント｣に精通した人材の養成が不可欠である｡ 新潟
県における ｢ビジネス教育｣はそうした視点も欠かせ
ないのである｡
かくして新潟県においては､｢ビジネス教育｣一般
ではなく､以上で述べた新潟県産業集積の特質に応じ
たビジネス教育すなわち新潟版 ｢ビジネス教育｣の開
発とその具体的な展開が求められているのである｡
4.北東アジアにおける知的拠点性をめざして
最後に､新潟県における ｢ビジネス教育｣は同県の
北東アジアにおける ｢拠点性｣とも深く関わっている
ということを指摘しておこう｡上述した強固な製造業
集積に加えて地政学的に恵まれた同県の｢物的拠点性｣
は一見したところ同県をして北東アジアの産業集積ネ
ットワークにおいて ｢拠点｣的役割を果たさせている
かに見える｡しかしながら実体はそうではない｡同県
が ｢知的拠点性｣の面では逆に著しくその地位を低下
させているという現実があるからだ｡高学歴化を背景
にして同県の大学進学率は近年40%近くに迄上昇して
いるにもかかわらず､逆に県内大学進学率は次第に低
下し今や25%を辛うじて椎持しているに過ぎない(旺5)0
(しかもその水準は専門学校進学率をわずかに上回っ
ているにすぎず､現状のままでは2-3年後には両者
の関係が逆転するのは避けられないようだ [注6]｡)
要するに次世代知識労働力の流出が既に始まっており
しかもその勢いが増す可能性すらあるのだ｡
既に述べたように ｢ビジネス教育｣登場の背景には
｢労働｣の ｢知識労働｣化が横たわっている｡そうし
た中で新潟県では少なくとも潜在的には知識労働の流
出が始まっているというのはそれだけでも由々しき事
態である｡それだけではない｡これまた上述の文脈か
らも窺えるように､知識社会への移行とともに ｢労働
生産性｣もまた ｢物的労働生産性｣から ｢知的労働生
産性｣へと移行しようとしており､その結果国際競争
力の決定要因もまた今後 ｢知識労働｣へとシフトする
のは避けがたい状況にある｡さらに､そうした中で産
業集積もまた ｢知的集積｣(注7)-の転換が求められて
いる｡ そうした状況を勘案すれば､潜在的知識労働力
の流出は正に知的拠点性の喪失- しかもそれは結局
は物的拠点性喪失に繋がる一 以外の何物でもない｡
そのことは､ビジネス ･プロセス ･ネットワークにお
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ける高付加価値部門すなわち研究開発部門やマーケテ
イング部門で中核的役割を担うべきだという ｢マニュ
ファクチュアリング ･ネットワーク (Manufacturing
Network)｣論において決定的に立ち後れることにな
りかねないということを意味している(注8)｡何故なら
ばそうした中核的役割を担うことは ｢プロフェッショ
ナル｣なかんずく ｢知的プロフェッショナル｣の存在
抜きには到底考えられないからだ｡
上述した｢環境マネジメント｣もその例外ではない｡
むしろこの分野ほど ｢知的プロフェッショナル｣が求
められている分野は他にはないと云っても決して過言
ではない｡この点を ｢LCAマネジメント｣論で説明
してみよう｡｢LCAマネジメント｣はそもそも研究開
発上の ｢アーキテクチャー ･イノベーション｣(設計
思想上の技術革新)と深く関わっている(注9)｡さらに
それは､図1からも明らかなように､少なくとも三つ
の専門分野すなわち環境論､情報化論そしてマネジメ
ント論の融合による新たな専門分野の創出に繋がって
いる｡ そのことは､｢LCAマネジメント｣は ｢知的プ
ロフェッショナル｣-それも極めて高度かつ独創的
な ｢知的プロフェッショナル｣-の存在抜きには成
り立たないということを意味しているのである｡
ところで以上の文脈からも既に明らかなように､知
的拠点性とは付加価値プロセス高度化の知的担い手の
役割を果たすということに他ならないならないのであ
るが､そうだとすれば､それは､ビジネス ･プロセ
ス ･ネットワーク論及び知識労働論と不可分の関係に
あり､従ってやはりこの両者に依拠するビジネス教育
を不可欠とするということになる｡そのことは､知的
拠点性とビジネス教育は表裏の関係にあるということ
であり､従って､知的拠点性が新潟県にとって戦略的
な意義を有するとすれば､｢ビジネス教育｣もまた然
りであると云うべきであろう(注10)｡
かくしてビジネス教育論は新潟県の知的拠点性論を
深めるためにも不可欠なのだ｡
(注 1)尤も､事業所関連や知識関連を中心とするサ
ービス業の増加は専ら新潟市を中心とする ｢新
潟圏｣によって主導されており (新潟県 『図説
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にいがた'99』[1999年]p.52参照)､従って新
潟県産業構造の ｢サービス化｣は同県の地域構
造の再編成に繋がりかねない問題でもあるとい
うことも見落とせないだろう｡
(注 2)尤もこの場合も､パートタイマーに対する非
正社員ニーズ増大と専門的業務に対する非正社
員ニーズ増大とは峻別されなければならない｡
既に述べたように､前者に対するニーズはサー
ビス化に伴う不完全就業形態の拡大と企業の人
件費削減という二つの要因に因るものであり､
後者の専門的業務に対するニーズとは明ら
かに性格を異にしている｡
(注3)この点は以下の調査からも裏付けられよう｡
例えば､新潟県経済同友会の調査によれば､同
友会会員企業に対するアンケート調査の中で､
県内大学に対する希望として ｢学生にもっと専
門知識を植え付けて欲しい｣が30.6%､｢社員を
大学の学部や大学院に派遣して教育したい｣が
12%にも達 していると.報告されている (新
潟県経済同友会 『新潟県の大学教育への提言
一 地域社会が一体となった人材の育成に向け
て-』[1999年11月]p.8より)｡ またホクギン
経済研究所の調査でも､｢高度な判断を要求さ
れる付加価値の高い｣労働力の必要性が指摘さ
れている ((秩)ホクギン経済研究所 『転換期を
迎える新潟県の大学』[ホクギンクオータリ
ー<第123号>]p.12より)｡そしてこうした新
しい人材の養成に対して､企業の側でもL｢社員
の能力や資質､実績を適切に評価し､その結果
を考課に反映させる｣(新潟県経済同友会 『同
上』p.21より)ための新しい人事制度の確立が
求められているのである｡ なお､実績 ･成果主
義型の賃金体系を望む声は新入社員の意識調査
でも指摘されている (例えば第四銀行の調査
｢平成14年度新入社員意識調査｣を参照のこと)｡
(注4)加藤 孝 ｢人材養成一地域産業活性化の視点
から-｣(新潟経営大学 ･地域活性化研究所
『新潟県中越金型産業とIT一地域企業情報ネッ
トワークシステムの研究Ⅱ-』[2001年12月])
p.98-103参照｡
(注5)新潟県における大学進学率と県内大学進学率
の推移をみると､前者は､1996年36.6%､97年
37.5%､98年38.6%､99年39.3%と一貫して上昇
している｡ だが後者は､同じく27.1%､27.0%､
26.4%､25.9%と明確な低下傾向を辿っている｡
その結果､県内大学進学率と大学進学率との乗
離幅は､96年-9.50/.､97年-10.5%､98年-12.20/.､
99年-13.4%と大幅に拡大している｡ (尤もこう
した乗離幅の拡大は､日本海地方全体でも観ら
れる｡従って新潟県における乗離現象は､日本
海地方全体の傾向を反映したものだとも観れ
る｡)
(注6)因みに､1999年の ｢専修学校等専門課程進学
率｣は全国平均で16.8%であったが､新潟県の
場合には24.4%にまで達している ((財)ホクギ
ン経済研究所 ｢転換期を迎える新潟県の大学｣
[同 『ホクギン･クオータリー』[第123号]p.8
図3 ｢トレーサビリティー ･システム｣
(1)家電業界における ｢トレーサビリティー ･システム｣ (2)
三菱マテリアルの実験イメージ家電量販店 集積場
過 ,L=軍 帽 闇
嘉霊芸冨データ 謂 看て霜 読み取回 インターネット
リサイクル工場 l
(出所)日本経済新聞2002年9月26日より
(出所)日本経清新rn12002年9月30日よりO
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(出所)日本経済新聞2002年9月26日より
より)｡さらに専門学校進学率 (全国平均)が
全国的にみて2001年には17.5%と上昇傾向を辿
っていることも注目しておかなくてはならない
だろう (朝日新聞2001年10月13日より)｡
(注7)知的集積論に関しては､拙稿 ｢新潟県ニット
企業の中国進出を巡る課題-『ボーダレス経
営』下のビジネスモデル試論-｣(仮題)(新
潟経営大学 ･共同研究202年 [ディスカッショ
ン ･ペーパー]<URL;httl)://www.with-
online.com/vasuhiko/kenkvuO21110.html>)
p.32-33参照｡
(注8)｢マニュファクチュアリング ･ネットワーク｣
論に関しては､拙稿 ｢A proposalofAsian
ManufacturingNetworkthroughABIN
(AsianBusinesslnfbrmationNetworkト For
theformationofAsianEnvironmental&
EconomicZoneencouragedby"AsianGreen
ManufacturingNetwork"owingtoJapanese
"EnvironmentalCompetitiveness"through
theLCAso正ware-｣(新潟経営大学紀要第9
号 [2002年 3月刊行予定]掲載予定)<
URL;httl)://www.with-online.com/vasuhiko/
Kivo9021117.htm>)及び拙稿 ｢アジア共生型
『ビジネス情報ネットワーク』の提唱一小泉版
『経済構造改革』から積極的産業政策へ-｣
((社)生活経済政策研究所 『生活経済政策』
[2002年6月号])p.2-8を参照のこと｡なお､
そもそもネットワークが常に外部経済効果を発
揮するとは限らないということにも注意を払っ
ておく必要がある｡ ネットワークにおける高付
加価値部門確保に失敗すれば､ネットワークの
外部経済効果は一転して外部不経済効果に転
じ､ネットワーク自体がむしろ空洞化を促進す
る役割を果たしかねないのである (拙稿 ｢新潟
県産業集積活性化と国際分業構造の転換 -
『東北アジア産業集積地域ネットワーク』の形
成-｣[新潟経営大学 ･共同研究プロジェクト
『活力ある産業の創出と企業の経営革新』<
1998年2月>]p.90-91参照)｡ (この点に関連
して､｢マニュファクチュアリング ･ネットワ
ーク｣の中心をなす ｢ビジネス情報ネットワー
ク｣が､日本的取引関係すなわち系列取引を反
映して現状では大企業と中小企業との取引にお
いてより系列化つまり垂直性を強める可能性を
有している [拙稿 ｢アジア共生型 『ビジネス情
報ネットワーク』の提唱-新潟経営大学ビジ＼-
ネスフォーラムの論点整理と課題-｣<新潟
経営大学 ･地域活性化研究所 『地域活性化ジャ
ーナル』≪第7号≫[p.17参照]ということも見
逃せない｡)このように､その二面性故にネッ
トワークは企業間競争や集積地域間競争を一層
激化させる- しかもビジネス ･プロセス ･ネ
ットワークがボーダレス化している今日ではグ
ローバルなレベルでの競争を激化させる一 機
能を備えているということを見落としてはなら
ない｡かくして､ネットワーク二面性を通じて
の競争激化による二極化の結果､国内産業及び
集積地域の ｢空洞化｣が深刻化する懸念が強ま
っているが､それに対して産業及び集積地域が
如何に対応するかが極めて重大な課題となって
いる｡ その場合､新付加価値ラインの●形成を伴
ったビジネス ･プロセス ･ネットワークのボー
ダレス化が問題の鍵を握っているのである｡
(詳しくは､拙稿 ｢新潟県ニット企業の中国市
場進出を巡る課題-『ボーダレス経営』下の
ビジネスモデル試論-｣(仮題)(新潟経営大
学 ･共同研究2002年 [ディスカッション･ペー
パ ー] <URL;httl)://www.with-online.com/
vasuhiko/kenkvuO21110.htm>)p.26-31を参
照のこと｡)
(注 9)｢LCAマネジメント｣の重要な構成要素であ
るLCAソフトは､情報ネットワノークシステム
とクロスオーバーすることによって､製造業を
中心に飛躍的に浸透Lかつ影響力を広げ始めて
いるが､それとともに､その過程で様々な ｢ア
ーキテクチャー ･イノベーション｣の叢生に繋
がっている｡例えば､自動車業界における
｢LCAシステム｣や家電業界や食品業界におか
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1｣
る ｢トレー サビリティー ･システム｣がそれで
ある｡ 日動咋業界における ｢LCAシステム｣
は､LCAソフトと情報ネットワークシステム
のクロスオーバーを通じて､材料資材調達 ･生
産 ･販売 ･消費 ･廃棄など自動車生産に伴うビ
ジネス ･プロセスにおいてCO2排出量､エネル
ギー使用量､素材使用量､廃棄物量などの環境
負荷を最小にするためのシステムである (図1
参照)0 (詳しくは､拙稿 ｢グローバル化する
『共通ネットワークシステム』-LCAクロスオ
ーバー型JNXの意義-｣(仮題)(新潟経営大
学 ･地域活性化研究所 ･2002研究プロジェクト
[ディスカッション ･ペーパー<メモ><
URL;httl)://www.with-online.com/vasuhiko/
13rOjectO21109.htm>を参照のこと｡)また家電
業界においては､家電リサイクル法によって家
電製品のリサイクルが義務づけられたために､
リサイクルのためのLCAソフトの開発が急進
展している｡例えば､三菱マテリアル社を中心
にしてITタグ (ICチップを埋め込んだ荷札
[タグ]のこと)を活用した ｢トレーサビリテ
ィー (Tracability;原料資材調達 ･生産 ･販
売 ･消費など製品ビジネス ･プロセスにおける
履歴追求性を高めること)･システム｣の開発
が精力的に進められている (図3-[1]参照)｡家
電業界におけるトレーサビリティー ･システム
の開発 ･導入がITタグ市場の急速な発展の可
能性 (図3-[2]参照)と密接に関連しているこ
とからも､それが情報ネットワークシステムと
クロス-オーバーしていることは明らかであ
る｡また食品業界においても､｢食の安全性｣
に対する世論の厳しい指弾を背にして､やはり
情報ネットワークシステムの活用を含めてトレ
ーザビリイテ一 ･システムの開発が急ピッチで
行われている (図3-[3]参照)｡このようにLCA
コンセプトは､環境や安全の分野で急速に浸透
Lかつ影響力を深め始めているのであるが､そ
うした浸透 ･影響は情報ネットワークシステム
とのクロスオーバーによって加速されるととも
に ｢アーキテクチャー ･イノベーション｣叢生
の可能性卑秘めているということを見逃せない
のである｡(拙稿 ｢グローバル化する 『共通ネ
ットワークシステム』-LCAクロスオーバー
型JNXの意義-｣(仮題)(新潟経営大学 ･地
域活性化研究所 ･2002研究プロジェクト [ディ
スカッション ･ペーパー<メモ><URL;
httl)://www.with-online.com/vasuhiko/
t)roiectO21109.htm>を参照のこと｡)
(注10)但し新潟県における ｢ビジネス教育｣を通じ
ての知識労働力の確保 ･養成は ｢ボーダレス教
育｣なかんずく北東アジアボーダレス教育の一
環としても行われる必要があろう｡ 詳しくは拙
稿 ｢中越金型産業とIT- 『ティアⅠ』化のた
めの課題-｣(新潟経営大学 ･地域活性化研究
所 『同上』)p.59及び伊藤征一 ･篠宮宏明 ｢通
信ネットワークによる北東アジアの企業連携｣
((財)環日本海経済研究所<ERINA> 『情報通
信ネットワークによる北東アジアの企業連携』
[201年3月刊])p.1-9を参照のこと｡
(なお本稿の内容は筆者の個人的見解であることをお
断りしておく｡また､本稿は [URL;httl)://www.
with-online･com/vasuhiko/B-educationO?1029･htm]
にも搭載されているので参照されたい｡)
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